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告 示
栃木県告示第42号
　令和３年度栃木県一般会計補正予算（第13号）については、令和４（2022）年１月31日成立したので、その
要領を次のとおり公表する｡
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
　令和３年度栃木県一般会計補正予算（第13号）
　今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症に関し、本県がまん延防止等重点措置の実施区域に追加され
たことを受け、県の要請に応じて営業時間を短縮した事業者に協力金を支給することとして編成したものであ
る。
　補正予算の総額は、57億4,000万円の増額となり、既定予算が１兆1,235億3,673万円であったので、補正後
の予算総額は、１兆1,292億7,673万円となった｡
　歳入及び歳出の補正額の内訳並びに主な事業の内容は、それぞれ次のとおりである｡
⑴　歳入 （単位　千円）

款
既 定 予 算 額

（Ａ）
補 正 額

（Ｂ）
補 正 後

（Ａ＋Ｂ）

１ 県 税 238,000,000 238,000,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 88,450,000 88,450,000

３ 地 方 譲 与 税 25,597,000 25,597,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,700,000 1,700,000
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５ 地 方 交 付 税 135,558,000 135,558,000

６ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 600,000 600,000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,867,640 2,867,640

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,304,169 11,304,169

９ 国 庫 支 出 金 220,728,930 5,740,000 226,468,930

10 財 産 収 入 1,393,439 1,393,439

11 寄 附 金 591,490 591,490

12 繰 入 金 26,490,341 26,490,341

13 繰 越 金 2,503,165 2,503,165

14 諸 収 入 241,034,556 241,034,556

15 県 債 126,718,000 126,718,000

 合 計 1,123,536,730 5,740,000 1,129,276,730

⑵　歳出 （単位　千円）

款
既 定 予 算 額

（Ａ）
補 正 額

（Ｂ）
補 正 後

（Ａ＋Ｂ）

１ 議 会 費 1,480,000 1,480,000

２ 総 務 費 43,582,210 43,582,210

３ 民 生 費 116,698,690 116,698,690

４ 衛 生 費 135,221,474 135,221,474

５ 労 働 費 1,993,452 1,993,452

６ 農 林 水 産 業 費 41,186,613 41,186,613

７ 商 工 費 260,359,744 5,740,000 266,099,744

８ 土 木 費 88,653,988 88,653,988

９ 警 察 費 46,419,609 46,419,609

10 教 育 費 188,032,589 188,032,589

11 災 害 復 旧 費 3,900,544 3,900,544

12 公 債 費 101,297,467 101,297,467

13 諸 支 出 金 93,710,350 93,710,350

14 予 備 費 1,000,000 1,000,000

 合 計 1,123,536,730 5,740,000 1,129,276,730

⑶　歳出（性質別） （単位　千円）

区 分
既 定 予 算 額

（Ａ）
補 正 額

（Ｂ）
補 正 後

（Ａ＋Ｂ）

１ 職 員 費 198,510,439 198,510,439

２ 公 共 事 業 費 62,145,375 62,145,375

３ 建 設 事 業 費 70,471,691 70,471,691
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４ 公 債 償 還 費 101,297,467 101,297,467

５ 主 要 義 務 費 134,889,141 134,889,141

６ 税 交 付 金 等 93,710,350 93,710,350

７ 一 般 行 政 費 203,235,808 5,740,000 208,975,808

８ 受 託 事 務 費 3,021,810 3,021,810

９ 県 単 補 助 金 28,549,488 28,549,488

10 県 単 貸 付 金 218,338,564 218,338,564

11 災 害 復 旧 費 3,824,912 3,824,912

12 直 轄 事 業 負 担 金 5,541,685 5,541,685

 合 計 1,123,536,730 5,740,000 1,129,276,730

　部局別主要事業 （単位　千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔産業労働観光部〕
新型コロナウイルス
感 染 拡 大 防 止
営業時間短縮協力金

5,740,000 　県の営業時間短縮要請に応じた事業者への協力金の支給に要す
る経費の補正
（補正前） 30,495,000 → （補正後） 36,235,000
１協力金 5,540,000
２受付等業務委託費 200,000

（財政課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第43号
　浄化槽法（昭和58年法律第43号。以下「法」という。）第57条第１項の規定により、法第７条第１項及び第
11条第１項の水質に関する検査の業務を行う者を指定したので、法第57条第２項の規定により次のとおり公示
する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　指定検査機関の名称、所在地及び代表者の氏名
⑴　名称
一般社団法人栃木県浄化槽協会

⑵　所在地
宇都宮市簗瀬町2390番地

⑶　代表者の氏名
会長　平石　裕一

２　指定検査機関が検査業務を行う地域及び期間
⑴　地域
栃木県全域

⑵　期間
　　令和４（2022）年４月１日から令和９（2027）年３月31日まで
３　検査の手数料

浄 化 槽 の 人 槽 法第７条第１項の水質に関する検査 法第11条第１項の水質に関する検査

50人以下 9,000円
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51人以上500人以下 15,000円 3,300円

501人以上 32,000円

４　指定年月日及び検査業務の開始予定年月日
⑴　指定年月日
令和４（2022）年１月28日

⑵　検査業務の開始予定年月日
令和４（2022）年４月１日

（環境保全課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第44号
　家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第４条第１項第２号に規定する臨時種畜検査を実施するので、家
畜改良増殖法施行規則（昭和25年農林省令第96号）第２条第２項の規定により次のとおり公表する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

検 査 日 検 査 場 所

令和４（2022）年２月28日（月） 日光市

（畜産振興課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第45号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和４（2022）年２月８日から同年３月９日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
道路の種類　県道
路　線　名　主要地方道　岩舟小山線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

310
前 栃木市岩舟町静和字新田2127-３から

栃木市岩舟町静和字新田2124-１まで 10.0 ～ 10.1 26.1

後 栃木市岩舟町静和字新田2127-３から
栃木市岩舟町静和字新田2124-１まで 10.5 ～ 10.5 26.1

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第46号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和４（2022）年２月８日から同年３月９日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

一般国道 408 号 宇都宮市板戸町3733-２から
宇都宮市板戸町4942-２まで

令和４（2022）年
２月９日
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一般国道 408 号 塩谷郡高根沢町大字宝積寺1916-２から
塩谷郡高根沢町大字宝積寺1850-５まで

令和４（2022）年
２月９日

284 一 般 県 道
松 田 大 月 線

足利市月谷町字菅沢757-１から
足利市月谷町字和田1108-１まで

令和４（2022）年
２月８日

294 主 要 地 方 道
桐 生 岩 舟 線

栃木市岩舟町静字宿上843-１から
栃木市岩舟町静字宿上1076-２まで

令和４（2022）年
２月８日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第47号
　平成19年栃木県告示第131号をもって指定した都市計画法（昭和43年法律第100号）第34条第11号の条例で指
定する土地の区域（野渡南地区及び野渡西地区に係るものに限る。）を変更し、令和４（2022）年４月１日以
後に申請がなされるものに適用し、同日前に申請がなされているものについては、なお従前の例によることと
するので、都市計画法に基づく開発行為の許可の基準に関する条例（平成15年栃木県条例第42号）第２条第７
項において準用する同条第５項の規定により告示する。
　なお、その関係図面は、栃木県県土整備部都市計画課に備え、縦覧に供する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

区 域 の 名 称 変 更 後 の 土 地 の 区 域 備 考

野渡南地区 下都賀郡野木町大字野渡の一部 変更後の土地の区域は、関係図面
に表示する区域をいう。野渡西地区 下都賀郡野木町大字野渡の一部

（都市計画課）　
　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　委託業務件名　共用コンピュータ運用管理業務委託
⑵　委託業務内容　入札説明書による。
⑶　履行期間　令和４（2022）年４月１日（金）から令和５（2023）年３月31日（金）まで
⑷　履行場所　栃木県経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、情報関連サービスの入札参加資格を
有するものと決定された者であること。
⑶　令和４（2022）年３月22日（火）から同月23日（水）において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等
措置要領（平成22（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　国、都道府県又はこれと同規模以上の類似する団体の汎用機の運用管理又は汎用機に係るシステム開発
等の実績を有し、迅速かつ確実に履行できると認められる者であること。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
栃木県経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課情報基盤担当　電話028-623-2213
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⑵　入札説明書の交付期間及び交付場所
　令和４（2022）年２月８日（火）から同年３月４日（金）まで入札情報システム上で公開する。
　なお、来庁による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から正午まで
及び午後１時から午後４時まで、⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
　令和４（2022）年３月22日（火）午後４時までに、電子入札システムにより提出すること。ただし、
紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」という。）にあっては、⑴の場所に、郵送（書留
郵便）により提出すること。郵送が困難な場合は持参も認めるものとする。
イ　開札の日時及び場所
　令和４（2022）年３月23日（水）午後３時30分
　栃木県経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課（栃木県庁本館５階）
　入札参加者の立会いは求めないものとする。なお、立会いを希望する場合は、開札日の前日までに⑴
に連絡し、代理人が立ち合う場合は委任状を持参すること。

⑷　入札方法　１の⑴の件名で総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価
格に当該金額の10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てた金額）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、契約を希望する金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札者に要求される事項
ア　この入札の入札参加希望者は、入札参加に係る資格申出書を、令和４（2022）年３月４日（金）午後
４時までに電子入札システムにより提出し、審査を受けなければならない。なお、添付書類の容量が
３MBを超える場合又は提出する書類の特性上電子化できない書類が含まれている場合には、電子入札
システムで栃木県物品等電子調達運用基準（令和３（2021）年４月１日施行）に定める提出書類通知書
（様式２）を提出することにより、当該添付書類の郵送（書留郵便）又は持参による提出を認めるもの
とする。ただし、提出書類の一式を郵送又は持参するものとし、電子入札システムによる提出との分割
は認めないものとする。
イ　提出書類の作成及び提出に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。なお、提出された書類等につ
いては、返却しない。

⑷　審査
ア　審査　行政改革ＩＣＴ推進課長が、入札参加希望者の作成した入札参加に係る資格申出書をイの審査
基準により審査し、必要な資格を有すると判断される入札者の入札書のみを落札決定の対象とする。
イ　審査基準　入札参加希望者が２の入札に参加する者に必要な資格を有していること。
ウ　審査結果は、電子入札システムにより、令和４（2022）年３月11日（金）までに入札参加希望者に伝
えるものとする。

⑸　質疑及びその回答について
ア　仕様書等に対する質問がある場合には、質問書様式により、令和４（2022）年２月18日（金）午後４
時までに電子入札システムにより提出すること。
イ　質問の内容及びその回答は、令和４（2022）年２月24日（木）までに電子入札システム上で公開す
る。

⑹　入札の無効
ア　２の入札参加資格のない者の提出した入札書
イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
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ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月１日施行）第19条第１項から第４項までに掲
げる入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で、提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑺　落札者の決定方法
ア　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った者を落札者とする。
イ　落札となるべき同価の入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより、落札者を決定するも
のとする。
ウ　落札者が契約担当者等の定める期日までに契約書の取り交わしを行わないときは、落札者の決定を取
り消すものとする。

⑻　契約書作成の要否　要
⑼　紙による入札参加承諾の基準等
　栃木県物品等電子調達実施要領及び栃木県物品等電子調達運用基準の定めによる。
⑽　その他
ア　最低制限価格の有無　無
イ　入札の変更等　令和４（2022）年度栃木県一般会計予算が原案どおり成立しなかった場合には、この
入札の変更等を行うことがある。
ウ　その他　詳細は、入札説明書によるほか、電子調達に関し必要な事項は、栃木県物品等電子調達実施
要領及び栃木県物品等電子調達運用基準の定めるところによる。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the services to be required:
Operation and management services of the server system

⑵　Deadline for walk-in Bidding Documents:
4:00 p.m., March 22, 2022
Deadline for postal Bidding Documents (Documents must arrive no later than):
4:00 p.m., March 22, 2022

⑶　Information is available at:
Information Network Section
Information Administrative Reform and ICT Promotion Division
Department of Administration and Management
Tochigi Prefecture
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501
TEL. 028-623-2213

　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　借入件名及び数量　 マロニエ21ネットシステム用ノートブック型パーソナルコンピュータ及び外部ディ

スプレイ　各6,200台　等
⑵　借入物品の特質等　入札説明書による。
⑶　借入期間　令和５（2023）年３月１日（水）から令和10（2028）年２月29日（火）まで
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
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たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
⑷　借入場所　栃木県本庁舎及び出先機関
２　競争入札に参加する者（以下「入札参加希望者」という。）に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、以下に掲げる入札参加資格を有する
ものと決定された者であること。
　大分類「N通信、情報処理」、小分類「２情報関連サービス」
　大分類「Pその他サービス」、小分類「２リース、レンタル」
⑶　令和４（2022）年３月22日（火）から同月23日（水）において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等
措置要領（平成22（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　１の⑴と同様の物品の納入又は賃貸借の実績を有する者であること。
⑸　借入物品に係る迅速なアフターサービス及びメンテナンスを行う体制が整備されている者であること。
３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号（栃木県本庁舎５階北側）
栃木県経営管理部　行政改革ＩＣＴ推進課　情報基盤担当　電話　028-623-2213

⑵　入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法
　令和４（2022）年２月８日（火）から同月25日（金）まで入札情報システム上で公開する。
　なお、来庁による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から正午まで
及び午後１時から午後５時まで、⑴の場所において交付する。（２月８日（火）のみ公示後から交付）
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
　令和４（2022）年３月22日（火）午後５時までに、電子入札システムにより提出すること。ただし、
紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」という。）にあっては、⑴の場所に、郵送（書留
郵便）により提出すること。郵送が困難な場合は持参も認めるものとする。
イ　開札の日時及び場所
　　令和４（2022）年３月23日（水）午前10時
　栃木県経営管理部　行政改革ＩＣＴ推進課（栃木県本庁舎５階北側）
　入札参加者の立会いは求めないものとする。なお、立会いを希望する場合は、開札日の前日までに⑴
に連絡し、代理人が立ち合う場合は委任状を持参すること。

⑷　入札の方法
　１の⑴の件名で、総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等
　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価格に当該金額の10％に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）
をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、契約を希望する金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札者に要求される事項
ア　この入札の入札参加希望者は、競争参加資格確認申請書及び行政改革ＩＣＴ推進課が交付する仕様書
に基づき作成した納入物品仕様書を、令和４（2022）年３月10日（木）午後５時までに電子入札システ
ムにより提出し、審査を受けなければならない。
　なお、添付書類の容量が３MBを超える場合又は提出する書類の特性上電子化できない書類が含まれ
ている場合には、電子入札システムで栃木県物品等電子調達運用基準（令和３（2021）年４月１日施
行）に定める提出書類通知書（様式２）を提出することにより、当該添付書類の郵送（書留郵便）又は
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持参による提出を認めるものとする。ただし、提出書類の一式を郵送又は持参するものとし、電子入札
システムによる提出との分割は認めないものとする。
イ　提出書類の作成及び提出に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。
　なお、提出された書類等については、返却しない。

⑷　審査
ア　技術審査　行政改革ＩＣＴ推進課長が、入札参加希望者の作成した納入物品仕様書をイの技術審査基
準により審査し、採用し得ると判断した納入物品仕様書を提出した入札者の入札書のみを落札決定の対
象とする。
イ　技術審査基準　入札参加希望者の作成した納入物品仕様書が、行政改革ＩＣＴ推進課で交付する仕様
書に示す事項を満たしており、使用目的等に適合すると認められるものであること。
ウ　審査結果は、電子入札システムにより、令和４（2022）年３月14日（月）までに入札参加希望者に伝
えるものとする。

⑸　質疑及びその回答について
ア　仕様書等に対する質問がある場合には、質問書様式により、令和４（2022）年２月28日（月）午後５
時までに電子入札システムにより提出すること。
イ　質問の内容及びその回答は、令和４（2022）年３月３日（木）までに電子入札システム上で公開す
る。

⑹　入札の無効
ア　２の入札参加資格のない者の提出した入札書
イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月１日施行）第19条第１項から第４項までに掲
げる入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で、提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑺　落札者の決定方法
ア　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った者を落札者とする。
イ　落札となるべき同価の入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより、落札者を決定するも
のとする。
ウ　落札者が契約担当者等の定める期日までに契約書の取り交わしを行わないときは、落札者の決定を取
り消すものとする。

⑻　契約書作成の要否　要
⑼　紙による入札参加承諾の基準等
　栃木県物品等電子調達実施要領及び栃木県物品等電子調達運用基準の定めによる。
⑽　その他
ア　最低制限価格の有無　無
イ　入札の変更等
　令和４（2022）年度栃木県一般会計予算が原案どおり成立しなかった場合には、この入札の変更等を
行うことがある。
ウ　その他
　詳細は、入札説明書によるほか、電子調達に関し必要な事項は、栃木県物品等電子調達実施要領及び
栃木県物品等電子調達運用基準の定めるところによる。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the products to be leased:
Personal Laptop Computers 6,200 sets and External Display 6,200 sets
(All the computers should be the same models)
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⑵　Time and Date of bidding:
10:00 a.m., March 23, 2022

⑶　Information is available at:
Information Network Section,
Information Administrative Reform and ICT Promotion Division
Department of Administration and Management,
Tochigi Prefecture
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501
TEL 028-623-2213
E-mail m21help@pref.tochigi.lg.jp

（行政改革ＩＣＴ推進課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　購入等件名及び数量
ア　栃木県本庁舎で使用する電気 予定使用電力量 6,595,000kWh
イ　栃木県河内庁舎外60施設で使用する電気 予定使用電力量 14,778,500kWh
ウ　栃木県水産試験場・なかがわ水遊園で使用する電気　予定使用電力量　 3,213,000kWh
⑵　購入物品の特質等　それぞれの入札説明書による。
⑶　納入期間　令和４（2022）年４月１日（金）から令和５（2023）年３月31日（金）まで
⑷　納入場所
ア　栃木県本庁舎（詳細は、仕様書による。）
イ　栃木県河内庁舎外60施設（詳細は、仕様書による。）
ウ　栃木県水産試験場・なかがわ水遊園（詳細は、仕様書による。）

２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、大分類「Pその他のサービス」、小分
類「６その他」の入札参加資格を有するものと決定された者であること。
⑶　令和４（2022）年２月21日（月）から同月22日（火）において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等
措置要領（平成22（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業者として登録を受けてい
る者

⑸　１の⑴の入札において落札決定後、供給期間の始期までに関東管内の一般送配電事業者が定める託送供
給等約款に基づき、接続供給契約を締結する者であること。
⑹　電源構成及び二酸化炭素排出係数を開示している者
⑺　⑹の開示方法を明示し、かつ、二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する
条件における合計点数が70点以上の者であること。なお、当該配点については入札説明書による。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１-１-20
栃木県経営管理部管財課管理担当　電話028-623-2075

⑵　入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法
　　令和４（2022）年２月８日（火）から同月14日（月）まで入札情報システム上で公開する。
　なお、来庁による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４時
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まで⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア　１の⑴のアの件名については、令和４（2022）年２月21日（月）午後４時までに、電子入札システ
ムにより提出すること。（ただし、紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」という。）に
あっては、⑴の場所に書留郵便で郵送すること。）
イ　１の⑴のイの件名については、令和４（2022）年２月21日（月）午後４時までに、電子入札システ
ムにより提出すること。（ただし、紙入札者にあっては、⑴の場所に書留郵便で郵送すること。）
ウ　１の⑴のウの件名については、令和４（2022）年２月21日（月）午後４時までに、電子入札システ
ムにより提出すること。（ただし、紙入札者にあっては、⑴の場所に書留郵便で郵送すること。）

イ　開札の日時及び場所
　令和４（2022）年２月22日（火）　午後２時
　栃木県本庁舎本館３階　管財課

⑷　入札方法　１の⑴の件名ごとに、それぞれ総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、契約を希望する金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
⑹　その他
　入札に参加しようとする者は、次のとおりこの入札に参加する者に必要な資格の確認を受けること。
ア　入札参加申請書類の提出期間、提出場所及び提出方法
　令和４（2022）年２月８日（火）から同月15日（火）午後４時までに、電子入札システムにより提出
すること。（ただし、紙入札者にあっては、⑴の場所に同月15日（火）午後４時までに書留郵便で郵送
すること。）

イ　確認結果の通知
　令和４（2022）年２月17日（木）までに通知する。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札の無効
ア　２の入札参加資格のない者の提出した入札書
イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月１日施行）第19条第１項から第４項までに掲
げる入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑷　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑸　契約書の作成の要否　要
⑹　その他
ア　令和４（2022）年度栃木県一般会計予算が原案どおり成立しなかった場合には、この入札の変更等を
行うことがある。
イ　詳細は、それぞれの入札説明書による。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the products to be purchased:
a)　Electric power for the Tochigi Prefectural Office building
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Estimated amount of electric power to be used 6,595,000kWh
b)　Electric power for the Tochigi Prefectural Kawachi Government building and other 60 sections
Estimated amount of electric power to be used 14,778,500kWh

c)　Electric power for the Tochigi Prefectural Fisheries Testing Station and Nakagawa Aquatic Park 
　Estimated amount of electric power to be used 3,213,000kWh

⑵　Deadline for electronic Bidding Documents:
a)　4:00 p.m., February 21, 2022
b)　4:00 p.m., February 21, 2022
c)　4:00 p.m., February 21, 2022
Deadline for postal Bidding Documents (Documents must arrive no later than):
a)　4:00 p.m., February 21, 2022
b)　4:00 p.m., February 21, 2022
c)　4:00 p.m., February 21, 2022
⑶　Information is available at:
Management Section,
Property Management Division,
Department of Administraiton and Management,
Tochigi Prefecture
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501
TEL. 028-623-2075

（管財課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　購入等件名及び数量　栃木県警察交番・駐在所等で使用する電力
　　　　　　　　　　予定使用電力量　1,575,400kＷh

⑵　購入物品の特質等　入札説明書による。
⑶　納入期間　令和４（2022）年４月検針日（計量日）から令和５（2023）年６月検針日（計量日）前日ま
で
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
⑷　納入場所　栃木県警察交番・駐在所等238施設
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、以下に掲げる入札参加資格を有する
ものと決定された者であること。
　大分類「Ｐその他のサービス」、小分類「６その他」
⑶　令和４（2022）年２月21日（月）から同月22日（火）までの間において、栃木県競争入札参加資格者指
名停止等措置要領（平成22（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であ
ること。
⑷　電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者で
あること。
⑸　小売電気事業者においては、１の⑴の入札において落札決定後、供給期間の始期までに一般送配電事業



（85）栃 木 県 公 報 第277号令和４（2022）年２月８日　火曜日

者が定める託送供給等約款に基づき、接続供給契約を締結する者であること。
⑹　入札参加資格者として、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、
需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組並びに電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報の
開示に関し、入札説明書において示す入札適合条件を満たすこと。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8510　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号　栃木県警察本部警務部会計課施設室管財係
電話028-623-3809

⑵　入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法
　令和４（2022）年２月８日（火）から同月16日（水）まで入札情報システムで公開する。なお、来庁に
よる交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時か
ら午後４時まで、⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
　令和４（2022）年２月21日（月）午後５時までに、電子入札システムにより提出すること。ただし、
紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」という。）にあっては、⑴の場所に、郵送（書留
郵便）により提出すること。郵送が困難な場合は持参も可とする。
イ　開札の日時及び場所
　令和４（2022）年２月22日（火）　午前10時
　栃木県警察本部２階入札室

⑷　入札方法　１の⑴の件名で、総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価
格に当該金額の10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合には、その端数
金額を切り捨てた金額）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、契約を希望する金額の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札参加希望者に要求される事項
ア　この入札の入札参加希望者は、２の⑷に該当する者であることを証する書面、競争参加資格確認申請
書、入札説明書に添付した別紙２及び３を令和４（2022）年２月16日（水）午後５時までに電子入札シ
ステムにより提出し、審査を受けなければならない。なお、添付書類の容量が３MBを超える場合又は
提出する書類の特性上電子化できない書類が含まれている場合には、電子入札システムで栃木県警察物
品等電子調達運用基準（令和３（2021）年10月22日施行。以下「電子調達運用基準」という。）に定め
る提出書類通知書（様式２）を提出することにより、当該添付書類の郵送又は持参による提出を認める
ものとする。ただし、提出書類の一式を郵送（書留郵便）又は持参するものとし、電子入札システムに
よる提出との分割は認めないものとする。
イ　提出書類の作成及び提出に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。
　なお、提出された書類等については、返却しない。

⑷　審査
ア　入札参加希望者が提出した競争参加資格確認申請書について審査し、その結果は、電子入札システム
により、令和４（2022）年２月17日（木）までに入札参加希望者に伝えるものとする。
イ　入札参加資格の確認の結果、入札参加を可とした入札者が提出した入札書のみを落札決定の対象とす
る。

⑸　入札の無効
ア　２の入札参加資格のない者の提出した入札書
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イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書
ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県警察物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年10月22日施行。以下「電子調達実施要領」と
いう。）第19条第１項及び第２項までに掲げる入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で、提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑹　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑺　契約書作成の要否　要
⑻　その他
ア　入札の変更等　令和４（2022）年度栃木県一般会計予算が原案どおり成立しなかった場合には、この
入札の変更等を行うことがある。
イ　詳細は、入札説明書によるほか、電子調達に関し必要な事項は、電子調達実施要領及び電子調達運用
基準の定めるところによる。

５　Summary
⑴　Nature and quantity of the products to be purchased:
Supply of Electric power for the Tochigi Police box・Police substation, etc 238 establishments
Estimated amount of electric power to be used  1,575,400kWh

⑵　Time and Date of bidding:
5:00 p.m., February 21, 2022

⑶　Information is available at:
Property Management Section,
Facilities Office,
Accouting Division,
Department of Police Administration,
Tochigi Prefectural Police Headquarters
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi
320-8510
TEL 028-623-3809

（警察本部会計課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　件名　栃木県及び栃木県警察が保有する公用車（自動車等）の任意保険
⑵　対象台数　2,163台
　　　　　　　　（栃木県分）　　　　 904台
　　　　　　　　（栃木県警察分）　 1,259台
⑶　補償内容等　入札説明書による。
⑷　保険期間　令和４（2022）年５月21日（土）午後４時から令和５（2023）年５月21日（日）午後４時ま
で

２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、大分類「Pその他のサービス」、小分
類「６その他」の入札参加資格を有するものと決定された者であること。
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⑶　令和４（2022）年３月18日（金）から同月22日（火）において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等
措置要領（平成22（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　保険業法（平成７年法律第105号）第３条第２項に規定する損害保険業免許を受けていること。
⑸　令和４（2022）年３月18日（金）から同月22日（火）において、保険業法に基づく処分期間中でない者
であること。
⑹　損害保険契約者保護機構に加入していること。
⑺　栃木県内に本社、支社又は営業所を有すること。
３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１-１-20
栃木県経営管理部管財課管理担当（栃木県本庁舎本館３階）
電話　028-623-2075　mail　kanzai@pref.tochigi.lg.jp

⑵　入札説明書の交付期間及び交付場所
　令和４（2022）年２月８日（火）から同月22日（火）まで入札情報システム上で公開する。なお、来庁
による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで⑴の場所
において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
　令和４（2022）年３月22日（火）午前10時　栃木県本庁舎本館３階　管財課
　入札書等を令和４（2022）年３月15日（火）から同月18日（金）午後４時までに電子入札システムによ
り提出すること。ただし、紙による入札参加の承諾を得た者（以下「紙入札者」とする。）にあっては、
書留郵便で⑴の場所に郵送すること。
⑷　入札方法　１の⑴の件名で、総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等　入札書に保険期間全体の総価を記載し電子入札システムにより提出すること。
なお、栃木県分と栃木県警察分の内訳を明確にする保険料内訳書（入札説明書別記様式１-２）に記載し
て、入札書と併せて電子入札システムにより提出すること。
⑹　その他
　この入札に参加しようとする者は、次のとおりこの入札に参加する者に必要な資格の確認を受けるこ
と。
ア　入札参加申請書類の提出期間、提出場所及び提出方法　令和４（2022）年２月22日（火）から同年３
月９日（水）午後４時までに、電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札者にあっては、
⑴の場所に、書留郵便で郵送又は電子メールにより提出すること。
イ　入札参加資格の確認通知　令和４（2022）年３月14日（月）までに通知する。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書、入札説明書別記様式１-１に定められた事項以外の事項が記載された入札書、栃木
県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入札書、栃
木県物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月１日施行）第19条第１項から第４項までに掲げる入
札に係る入札書、紙入札の入札書で提出期限までに指定した場所に到着しない入札書は、無効とする。
⑷　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者、かつ栃木県と栃木県警察それぞれの予定額を超えない者を落札
者とする。
⑸　契約書の作成の要否　要
⑹　その他
ア　令和４（2022）年度栃木県一般会計予算が原案どおり成立しなかった場合にはこの入札の変更等を行
うことがある。
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イ　詳細は、入札説明書による。
（管財課）　

　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決
定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

①次期栃木県情報セキュリティクラウド調達業務一式　②栃木県経営管理部行政改革ＩＣＴ推進課　栃木県宇
都宮市塙田１-１-20　③購入等　④令和３（2021）年12月28日　⑤ＳＢテクノロジー株式会社　東京都新宿区
新宿６-27-30新宿イーストサイドスクエア17Ｆ　⑥112,600,000円　⑦随意契約　⑨特例政令第11条第１項第
１号
　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県立岡本台病院長　　増　　井　　　　　晃　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決
定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

①栃木県立岡本台病院で使用する電力　予定使用電力量　5,100,000kWh　②栃木県立岡本台病院　栃木県宇
都宮市下岡本町2162　③購入等　④令和４（2022）年１月14日　⑤東京電力エナジーパートナー株式会社　東
京都千代田区内幸町１-１-３　⑥90,831,081円　⑦一般競争入札　⑧令和３（2021）年12月３日　⑪最低価
格
　───────────────────────────────────────────────
　　　○落札者等の公示
　落札者等について、次のとおり公示する。
　　令和４（2022）年２月８日

栃木県下水道管理事務所長　　苅　　田　　利　　一　　
〔掲載順序〕
①調達件名及び数量　②契約に関する事務を担当する課又は公所等の名称及び所在地　③調達方法　④落札決
定日（随意契約の場合は相手方を決定した日）　⑤落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所　⑥落
札価格（随意契約の場合は契約価格）　⑦契約方法　⑧入札公告日又は公示日　⑨随意契約の理由（随意契約
の場合）　⑩指名業者名（指名競争入札の場合）　⑪落札方法（競争入札の場合）

①栃木県下水道資源化工場で使用する重油（JIS K 2205　１種１号）第11回目　購入見込数量124㎘　②栃木
県下水道管理事務所　栃木県河内郡上三川町大字多功1159　③購入等　④令和４（2022）年１月20日　⑤両毛
丸善株式会社　栃木県足利市問屋町1535-12　⑥81.10円（１ℓ単価）　⑦一般競争入札　⑧令和３（2021）
年１月22日　⑪最低価格
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